
表１－１　　90品目分類別売上高（及び主たる事業に係る売上高）・前期比

う
ち
、

主
事
業
分

総　　計

卸売・小売業

卸　売 注）　「うち、主事業分」については、試験調査等に

小　売 　　よる把握可能性等の検証結果を踏まえながら、今

金融・保険業 　　後、引き続き、検討する。

金　融

保　険

不動産業

不動産仲介及び賃貸

住宅賃貸料（帰属家賃、個人分を除く）

運輸・通信業

鉄道輸送

道路輸送

水　運

航空輸送

その他の運輸

電信・電話

郵便

〜

結果表様式イメージ（案）

売
　
上
　
高

前
　
期
　
比

（

同
　
左
）産　　　業

（別紙４参照）

別紙１

１



総　　計

運輸・通信業

その他の運輸

検 数 業 注）　「売上数量」に該当する数値については、次のとおり。

検 量 業 ・検数業

水 先 業 ・検量業

　 航空施設管理（産業） ・水先業 　数　量

その他の航空附帯サービス ・航空施設管理(産業)

旅行・その他の運輸附帯サービス ・その他の航空附帯サービス

サービス業 ・旅行・その他の運輸附帯サービス：発行手数料収入、

教　育 　取扱額

その他の教育訓練機関（産業） ・保健衛生(産業)：取扱件数

研　究 ・その他の教育訓練機関(産業)：受講者数

自然科学研究機関（非営利） ・自然科学研究機関(非営利)

　　　　〃　　　（産業） 　　　　　〃　　　(産業) 　従業者数

人文科学研究機関（非営利） ・人文科学研究機関(非営利)

　　　　〃　　　（産業） 　　　　　〃　　　(産業)

医療・保健 ・プラントエンジニアリング業：受注件数

保健衛生（産業） ・冠婚葬祭業：取扱件数

その他の対事業所サービス

プラントエンジニアリング業

その他の対個人サービス

冠婚葬祭業

産　　　業
（資料２の⑦参照）

売
　
上
　
高

売
 
上
 
数
 
量

（表１－２　　業種別売上高及び売上数量（特掲））

２



表２－１　　産業、経営組織別売上高（及び主たる事業に係る売上高）

う
ち
、

主
事
業
分

総　　計

Ｈ　情報通信業

37　通信業 注）　「うち、主事業分」については、試験調査等に

372　固定電気通信業 　　よる把握可能性等の検証結果を踏まえながら、今

373　移動電気通信業 　　後、引き続き、検討する。

38　放送業

382　民間放送業（有線放送業を除く）

383　有線放送業

39　情報サービス業

391　ソフトウェア業

392　情報処理・提供サービス業

3921　情報処理サービス業

3922　情報提供サービス業

〜

（同　左） （同　左）

売
　
上
　
高

産　　　業
（別紙３参照）

総　数 個人経営 会　社 その他

（同　左）

３



表２－２　　産業、従業者規模別売上高（及び主たる事業に係る売上高）

う
ち
、

主
事
業
分

総　　計

Ｈ　情報通信業

37　通信業

372　固定電気通信業 注）　「うち、主事業分」については、試験調査等による把

373　移動電気通信業 　　握可能性等の検証結果を踏まえながら、今後、引き続き、

38　放送業 　　検討する。

382　民間放送業（有線放送業を除く）

383　有線放送業

39　情報サービス業

391　ソフトウェア業

392　情報処理・提供サービス業

3921　情報処理サービス業

3922　情報提供サービス業

〜

30人～99人 100人以上

（同　左） （同　左）

産　　　業
（別紙３参照）

総　数

売
　
上
　
高

１～29人

（同　左）

４



表２－３　　産業、資本金階級別売上高（及び主たる事業に係る売上高）

う
ち
、

主
事
業
分

総　　計

Ｈ　情報通信業

37　通信業

372　固定電気通信業 注）　「うち、主事業分」については、試験調査等による把

373　移動電気通信業 　　握可能性等の検証結果を踏まえながら、今後、引き続き、

38　放送業 　　検討する。

382　民間放送業（有線放送業を除く）

383　有線放送業

39　情報サービス業

391　ソフトウェア業

392　情報処理・提供サービス業

3921　情報処理サービス業

3922　情報提供サービス業

〜

（同　左） （同　左） （同　左）

産　　　業
（別紙３参照）

総　数 1000万円未満 1000万円～
１億円未満

１億円以上

売
　
上
　
高

５



う
ち
、

常
用
雇
用
者

総　　計

Ｈ　情報通信業

37　通信業

372　固定電気通信業

373　移動電気通信業

38　放送業 注）　従業者数のより詳細な内訳については、試験調査等に

382　民間放送業（有線放送業を除く） 　　よる把握可能性等の検証結果を踏まえながら、今後、引

383　有線放送業 　　き続き、検討する。

39　情報サービス業

391　ソフトウェア業

392　情報処理・提供サービス業

3921　情報処理サービス業

3922　情報提供サービス業

〜

産　　　業
（別紙３参照）

表２－４　　産業、経営組織別従業者数

総
　
数

（同　左） （同　左） （同　左）

総　数 個人経営 会　社 その他

６



う
ち
、

常
用
雇
用
者

総　　計

Ｈ　情報通信業

37　通信業

372　固定電気通信業

373　移動電気通信業 注）　従業者数のより詳細な内訳については、今後、試験調

38　放送業 　　査等による把握可能性等の検証結果を踏まえながら、引

382　民間放送業（有線放送業を除く） 　　き続き、検討する。

383　有線放送業

39　情報サービス業

391　ソフトウェア業

392　情報処理・提供サービス業

3921　情報処理サービス業

3922　情報提供サービス業

〜

1000万円～
１億円未満

１億円以上

表２－５　　産業、資本金階級別従業者数

産　　　業
（別紙３参照）

総　数 1000万円未満

総
　
数

（同　左） （同　左） （同　左）

７



参考表　　産業、経営組織、資本金階級、従業者規模別集計事業所数

総　　計

Ｈ　情報通信業

37　通信業

372　固定電気通信業

373　移動電気通信業

38　放送業

382　民間放送業（有線放送業を除く）

383　有線放送業

39　情報サービス業

391　ソフトウェア業

392　情報処理・提供サービス業

3921　情報処理サービス業

3922　情報提供サービス業

〜

資本金階級 従業者規模

産　　　業
（別紙３参照）

総
　
数

経営組織

個
人
経
営

会
　
社

そ
の
他

　
人
以
上

１
億
円
以
上

１
〜

　
人
未
満

　
万
円
未
満

　
万
円
〜

１
億
円
未
満

　
〜

　
人
未
満

1000 1000 100

9929

30

８


